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【目的】　家計消費支出データを用いて、世帯年間C02排出量を算出し、C02排出量

に対する費目の特徴、年次推移、年齢、収入階級別特徴などを明らかにする。

【方法】「環境分析用産業連関表」と「家計調査年表」（1980-1998）を用い、１０大費

目毎に、１世帯の年間C02排出量を求め、それらを集計、分析した。

　【結果】　1998年度の場合、１世帯平均の年間総排出量は15130 kgである。消費支出

にしめる割合は、食料、その他の消費支出、交通・通信、教養娯楽の順であるが、C02

排出量は、光熱・水道、交通・通信、食料、教養娯楽の順であり、直接エネルギーとし

て消費される費目の割合が高い。C02総排出量は、1980年から1998年の間に、2000 kg

（1.2倍）増加している。特に、交通・通信、光熱・水道、教養娯楽の増加が著しい。消

費金額とC02排出量との関係から、1 0大費目を分類すると、支出金額の増加に対し

て、排出量も増加するグループ（交通・通信、光熱・水道、教養娯楽）、排出量は横這

いのグループ（教育、住居、保健医療）、排出量は減少のグループ（その他の消費支出）、

および、支出金額は横這い、排出量は減少のグループ（家具・家事用品、被服及び履物、

食料）に分けられた。C02総排出量は、収入の上昇につれ、多くなる。年齢階級別に見

た場合、45-49才の階層で最大であり、それより外れると次第に低下する。
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＜目的＞われわれが日常生活において多くの時間を過ごす生活環境における大気質は、快適性およ

び健康確保のために重要な要因である。従来、大気環境における汚染物質濃度は、地方自治体の常

時監視網によって継続的に測定されているが、室内空気における系統的なデータは不充分な現状に

ある。本研究では、N02およびH CHOに着目して、その挙動を解明することを目的としている。

＜方法＞東京都および周辺県の一般家庭約１００軒を対象に19 9 9年夏期７月および冬期1 2月

の２回にわたり、ＮＯ２およびＨＣＨＯ濃度を測定した。各家庭の居間に３日間継続して受動型捕集

器を懸架し、回収後、それぞれの化学分析を行った。捕集剤はトリエタノールアミン（ＴＥＡ）で

ある。捕集量を、所定の係数を用いて空気中濃度への換算を行った。

＜結果＞夏期におけるH CHOの濃度は、１０～5 0 p p bの範囲にあった。これらを住居の建築

あるいはリフォーム後の年数との関わりで見ると、築年数の経過につれて明瞭に低下する傾向が認

められた。回帰式で示すと以下のとおりであった。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　y = 2 1 . 5χ- 0.242

ここに、ｙ：ＨＣＨＯ濃度、Ｘ：築年数

　冬期における結果では、一部例外はあるが、ＨＣＨＯ濃度は、５～3 0 p p bの範囲におおむね

あった。 ＨＣＨＯは夏期に高く、冬期に低くなることが確認された、

　N02濃度は夏期では、1 0～4 0 p p b程度の範囲にあった。しかし、冬期には、1 0 0 p p b

を越える家庭も少なくなく、3 0 0 p p bに達する場合もあった。こうした現象は、石油ファンヒ

一タおよびガスストーブなどの暖房器具を用いている家庭で認められた。燃焼排気の影響が大きい

ものと考えられた。
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